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（申請書様式１）
競争参加資格確認申請書
平成　　年　　月　　日
支出負担行為担当官
　福島地方環境事務所長　殿
	
	住所
	
	

	
	商号又は名称
	
	

	
	代表者氏名
	
	印


平成３０年６月２９日付けで公告のあった「平成３０年度中間貯蔵施設区域内家屋等解体工事」に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
なお、入札説明書４（競争参加資格）の(1)、(2)、(4)、(5)、(9) 、(11) 、(12)の条件をすべて満たしていること及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。
記
１．入札説明書７(6)ア、イに定める入札参加者（企業）の実績、配置予定技術者等（様式１、２）
２．入札説明書７(6)ウに定める技術提案書（様式３）
３．入札説明書７(6)エに定めるワーク・ライフ・バランス等の推進に関する取組状況（様式４）
（添付書類頁数：全○○）
	
	問い合わせ先
	

	
	担当者
	○○　○○

	
	部　署
	○○○○　○○支店

	
	連絡先
	〒




注1） 競争参加資格確認申請書について、副13 部は提案者が特定できないよう、提案者の社名（印影を含む）を黒く塗りつぶすこと。
注2） 添付書類により確認できない実績等は評価しない。
（様式１）
入札参加者（企業）の実績
入札説明書4(6)に掲げる「元請けとして完了した建物解体等工事に関する施工の実績」について記載

	工

事

の

施

工

実

績
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	工期
	平成○○年○○月○○日 ～ 平成○○年○○月○○日

	
	受注形態等
(※1）
	単体・○○共同企業体（構成員：○○）（出資比率：○○％）

	
	CORINSへの登録
(※2)
	有（登録番号：○○○－○○○○－○○）・無（添付書類頁：○／○○～○／○○）

	
	施工規模(※3)
	○○（添付書類頁：○／○○～○／○○）

	
	工事の種類
	


〈注記〉

	※1：
	単体で受注した場合は、「単体」と記載し、共同企業体で受注した場合は、共同企業体名とその構成員名を記載すること。さらに共同企業体の場合で、特定または経常の甲型の場合は出資比率を、特定または経常の乙型の場合は分担施工金額の比率を記載すること。

	※2：
	いずれかに○を付す。有に○を付した場合はCORINS登録番号を記載すること。無に○を付した場合は契約書（工事名、発注者、請負者、施工場所、契約金額、工期の確認できる部分）の写しを添付すること。

	※3：
	当該規模が確認できる設計図書等（特記仕様書等または図面及び数量表等（当該部分が判るよう着色等を行うこと。））の写しを添付すること。


（様式２－１）
配置予定技術者等（主任技術者又は監理技術者）
	配置予定技術者の従事役職・氏名
（※１）
	主任（監理）技術者　　○○ ○○


	配置予定技術者の所属会社、雇用関係開始年月日（※２）
	○○株式会社

○○年○月から雇用

	法令による資格・免許（※３）

	1級土木施工管理技士（取得年月日）

技術士○○部門（選択科目）
監理技術者資格（取得年月日及び登録会社）
監理技術者講習（取得年月日）
（添付書類頁：○／○○～○／○○）

	申請時における他工事の
従事状況等
（※４）
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	工期
	平成○○年○○月○○日　～　平成○○年○○月○○日

	
	従事役職
	現場代理人・主任技術者・監理技術者

	
	本工事と重複する
場合の対応処置
	


〈注記〉

	※１：
	複数の配置予定技術者がいる場合、技術者ごとに記載する（技術者1人につき1様式）。

	※２：
	健康保険被保険者証等の写し、監理技術者資格者証等直接的かつ恒常的な雇用関係が明確に判断出来る書類を添付すること。

	※３：
	資格・免許等確認できる書類（1級土木施工管理技士の合格証明書、監理技術者資格者証（表裏面とも）、監理技術者講習修了証（平成16年２月29日以前に監理技術者資格者証の交付を受けた者を除く。また平成16年２月29日以前に監理技術者講習を受けた者は講習受講修了証とする。））の写しを添付すること。

	※４：
	申請時における他工事の従事状況は、従事しているすべての工事について、本工事を落札した場合の技術者の配置予定等を記入すること。


（様式２－２）
配置予定技術者等（放射線管理責任者）

	配置予定技術者の従事役職・氏名
（※１）
	放射線管理責任者　　○○ ○○

	配置予定技術者の所属会社

	○○株式会社



	法令による資格・免許（※２）

	第１種放射線取扱主任者（取得年月日）

・・・

（添付書類頁：○／○○～○／○○）

	放射線管理の実務経験
（※３）
	業務名称
	

	
	勤務機関
	

	
	期間
	平成○○年○○月○○日　～　平成○○年○○月○○日

	
	役職
	

	
	業務概要
	

	申請時における他工事の
従事状況等
（※４）
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	工期
	平成○○年○○月○○日　～　平成○○年○○月○○日

	
	従事役職
	

	
	本工事と重複する
場合の対応処置
	


〈注記〉

	※1：
	複数の配置予定技術者等がいる場合、放射線管理責任者ごとに記載する（放射線管理責任者1人につき1様式）。

	※2：
	第１種放射線取扱主任者免状若しくは第２種放射線取扱主任者免状を有する者又は所定の専門教育機関等の講習を受けた者であることが確認できる書類の写しを添付すること。

	※3：
	業務従事期間が１年以上であることがわかるように記載すること。２以上の業務を記入し、それらの業務に係る従事期間の合計で１年以上となることとしても差し支えないが、この場合、それぞれの業務について、「業務名称」「勤務機関」「業務従事期間」「役職」「業務概要」を列記すること。また、記載したすべての業務に係る業務従事期間が確認できる書類（契約書、仕様書等）を添付すること（業務従事期間が添付書類等で確認できない業務に係る業務従事期間については、実務経験に参入しない。）。該当する業務が、当事務所発注の場合でも、業務実施期間が確認できる書類（契約書、仕様書等）を添付すること。

	※4：
	申請時における他工事の従事状況は、従事しているすべての工事について、本工事を落札した場合の放射線管理責任者の配置予定等を記入すること。


（様式３－１）
技術提案書(Ⅰ．本工事を実施するにあたり、作業員の適切な管理（被ばく線量の管理、教育体制等を含む。）を確実に実施するための提案) 
	＜記載要領＞
下記（１）～（４）について記載すること。
（１）提案の着眼点
　　（提案に着眼した理由、提案により期待される効果等を簡潔に記述すること）
（２）提案の内容
（提案の内容が判断できるよう、具体的に記述すること）
（３）期待される効果と根拠
（効果の根拠を実績により示す場合は、その内容が客観的に判断できるよう、必要な資料を添付こと。）

（４）その他



※A4サイズ片面２枚以内で記述する。
（様式３－２）

技術提案書（Ⅱ．無事故、無災害による施工が前提となるが、万が一、工事事故が発生した場合の是正措置の検討体制及び工事事故発生防止対策の提案）

	＜記載要領＞
下記（１）～（４）について記載すること。
（１）提案の着眼点
　（提案に着眼した理由、提案により期待される効果等を簡潔に記述すること）
（２）提案の内容
（提案の内容が判断できるよう、具体的に記述すること）
（３）期待される効果と根拠
（効果の根拠を実績により示す場合は、その内容が客観的に判断できるよう、必要な資料を添付こと。）

（４）その他



※提案項目ごとにA4サイズ片面２枚以内で記述する。
（様式３－３）

技術提案書（Ⅲ．家屋等解体工事における施工上の課題解消及び解体・分別を効率的に行う観点からの提案）

	＜記載要領＞
下記（１）～（４）について記載すること。
（１）提案の着眼点
　　（提案に着眼した理由、提案により期待される効果等を簡潔に記述すること）
（２）提案の内容
（提案の内容が判断できるよう、具体的に記述すること）
（３）期待される効果と根拠
（効果の根拠を実績により示す場合は、その内容が客観的に判断できるよう、必要な資料を添付こと。）

（４）その他



※提案項目ごとにA4サイズ片面２枚以内で記述する。
（様式３－４）

技術提案書（Ⅳ．地元への配慮（地元での雇用や調達への配慮等の社会的要請及び通勤時の交通安全確保や交通渋滞緩和を含む。）に関する提案）

	＜記載要領＞
下記（１）～（４）について記載すること。
（１）提案の着眼点
　　（提案に着眼した理由、提案により期待される効果等を簡潔に記述すること）
（２）提案の内容
（提案の内容が判断できるよう、具体的に記述すること）
（３）期待される効果と根拠
（効果の根拠を実績により示す場合は、その内容が客観的に判断できるよう、必要な資料を添付こと。）

（４）その他
　


※提案項目ごとにA4サイズ片面２枚以内で記述する。

（様式４）
Ⅴ．ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する取組状況
（（株）○○○○）共同企業体の場合のみ社名を記載
	認定等の有無：
	計画期間：平成　年　月　日　～　平成　年　月　日

	認定等の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（認定段階：　　　　　　）


注１：評価の対象とする認定等を証する下記書類（当該認定等の根拠法令に基づき厚生労働省が定める各都道府県労働局長が発出した認定通知書等）の写しを提出すること。なお、複数の認定通知書等を企業が取得している場合は下記①～④で最も配点の高い認定通知書等の写しを提出すること。
　　①　女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定）に関する基準適合一般事業主認定通知書
　　　　※労働時間の基準を満たすものに限る。
　　②　次世代法に基づく認定（くるみん認定及びプラチナくるみん認定）に関する基準適合一般事業主認定通知書
　　③　若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定）に関する基準適合事業主認定通知書
　　④　女性活躍推進法第８条に基づく一般事業主行動計画策定届（計画期間が満了していないものに限る。）を策定した企業（常時雇用する労働者の数が300人以下のものに限る。）

注２：認定段階については、えるぼし認定の認定段階（１～３）を、計画期間については女性の職業生活における活躍の推進に関する法律及び次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画に示された計画期間を明記すること。
注３：事業者の経営における主たる事業所（本社等）において取得しており、かつ、提案書提出時点において認定等の期間中であるものに限る。
注４：共同企業体の場合は、上記の表を本様式に追加した上で、構成員ごとに社名及び取組状況を記載し、評価の対象とする認定等を証する書類を添付すること。
